
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

 一人当たり

Ａ Ｂ  給与費（B/A）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成17年４月１日現在の人数です。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

 

　　

 (4) 給与改定の状況

　　　　①月例給

（参考）

Ａ Ｂ

円 円 円 ％ ％ ％

 

(参考)特別区平均

一人当たり給与費

7,302

千円

7,1753,373,346

人 千円 千円

21,621,862

千円 千円

5,451,74312,796,773

0

給   与   費

千円

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当   計

人事委員会の勧告

 （注）

18年度

民間給与 給与改定率較差 勧告公務員給与

「民間給与」「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
パイレス比較した平均給与月額です。

( △ 0.41 ％)

432,119 433,907 △ 0.41 

17年度

区分

区分

Ａ－Ｂ （勧告率）

国の改定率

区分 歳 出 額

Ａ

住民基本台帳人口

（17年度末）

平成１８年度　江東区の給与・定員管理等について

実質収支

　　　　千円 　　　　千円 　　　　千円

Ｂ／Ａ

　　　　　％

（参考）

17年度
23.0

人件費率人 件 費

16年度の人件費率

％

25.4

Ｂ

418,972 132,490,932 30,448,7282,205,760

ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与
水準を示す指数です。

2,961

人　

 （注）

△ 0.41 △ 1,788 

職 員 数

(H13)
102.2

(H13)
102.3 (H13)

101.4

(H18)
97.4

(H18)
101.4

(H18)
100.9

90

95

100

105

江東区 特別区平均 全国市平均
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　　　　②特別給

（参考）

Ａ Ｂ

 

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成18年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

月 円 円 円

月 円 円 円

月 円 円 円

月 円 円 円

　　　　②技能労務職

月 円 円 円

月 円 円 円

月 円 円 円

月 円 円 円

月 円 円 円

月 円 円 円

月 円 円 円

月

　　　　③幼稚園教育職員

月 円 円

月 円 円

月 円 円

471,314

409,490

国の年間支給月数

江 東 区

東 京 都

41

歳

382,18043 0

歳

318,595

401,748

――　

391,076

394,698

402,127

399,451

429,962

381,212

428,913

430,714

平均給与月額
（国ベース）

平均給与月額
（国ベース）

4.454.45

 （注） 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、
「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

18年度
4.46 4.45 0.01

月 月

公務員の

　割合　　

月

0.00

較差 勧告

Ａ－Ｂ

人事委員会の勧告

民間の支給

月 月 月

支給月数 （改定月数)

区分 年間支給月数

特 別 区

　「平均給料月額」とは、平成18年４月１日現在における職員の基本給の平均です。
　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、
時間外勤務手当などすべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査に
おいて明らかにされています。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務
手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じ
ベースで再計算したものです。
　幼稚園教育職員の東京都の欄には、小中学校教育職員の金額等を記載しています。

――　

365,263

328,477

462,458

476,200361,557

4

平均給料月額

345,775

平均年齢

区　　分

江　東　区

国

344,390

特 別 区

民間事業者平均

平均給与月額

392,251

450,910

429,722

343,894

341,430

333,526

48 4

区  分

43

3

342,732

0

平均年齢 平均給料月額

区  分

366,481

平均給与月額

東 京 都

471,520

うち用務員

うち学校給食員

286,500

歳

403,050

426,540

447,880

平均給料月額 平均給与月額

364,808――　

371,252

うち清掃職員

江 東 区

国

特 別 区

（注）１
　　　２

　　　３

394,331

2

東 京 都

歳

平均年齢

53

547

47 0

歳

歳

51

歳

歳

51

歳

11

――　

10

歳

488,590

44 2

歳

48 11

歳

43 6

44

歳

歳

40

10

歳

42

4

429,820
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(2) 職員の初任給の状況（平成18年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成18年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

179,200
179,200 円

388,230

経 験 年 数 １ ５ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年

Ⅰ 種

――　

Ⅱ 種 170,200

457,600

――　

138,400

197,400

144,000

144,000

円

江 東 区 東 京 都 国

329,017

341,973

区　　　分

231,833

経験年数１０年

179,700

一般行政職
大 学 卒

380,120

197,400

144,300

短 大 卒
幼稚園教育職員

大 学 卒

高 校 卒

高 校 卒

一般行政職
高 校 卒

144,300

高 校 卒

幼稚園教育職員

技能労務職

大 学 卒

282,672

区　　　         分

技能労務職

大 学 卒

（注）幼稚園教育職員の東京都の欄には、小中学校教育職員の初任給を記載しています。

283,817

短 大 卒

236,063

179,700

414,440373,256

308,779

274,318

286,580

――　

179,200

371,644
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成18年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注）１　本区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（注）平成１８年に１０級制から９級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級を統合）

124 10.2

336 27.7

35

431

1.8

標準的な職務内容

３　　級
主任主事又はこれに相当する職の
職務

区　　分

５　　級

８　　級

７　　級

総括係長の職の職務

課長又はこれに相当する職の職務

統括課長の職の職務

35

高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う職の職務

下記各職務の級に属さない職の職
務

216

職　員　数

１　　級

４　　級

２　　級

６　　級

９　　級

35.6

構　成　比

2.9

17.8

係長、担当係長、主査又はこれに
相当する職の職務

2.9

0.1

特に重要な業務を所掌する部長の
職務

12

22

1.0

部長又はこれに相当する職の職務

1

３級, 27.7%

３級, 18.6%

４級, 27.8%

５級, 10.2%

５級, 36.3%

１級, 2.9%

１級, 0.4% １級, 0.7%

２級, 17.8%

２級, 1.9% ２級, 0.9%

３級, 23.8%

４級, 35.6%

４級, 26.9%

５級, 32.1%

６級, 2.9%

６級, 9.3% ６級, 10.2%

７級, 3.0%７級, 1.0% ７級, 3.0%
８級, 1.8% ８級, 1.0% ８級, 1.0%

９級, 1.7%９級, 0.1% ９級, 1.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成18年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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(2) 昇給期間短縮の状況

　

人

Ａ
人

Ｂ

％

人

Ａ
人

Ｂ

％

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（17年度） １人当たり平均支給額（17年度）

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合） （17年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算  5～20％ ・役職加算  5～20％ ・役職加算  5～20％

・管理職加算 15％、20％ ・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2) 退職手当（平成18年４月１日現在）

(支給率) (支給率)

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２～２０％加算） （２～２０％加算）

１人当たり平均支給額

　　　　 千円 千円

(1.80)

34.7

勧奨・定年

47.50

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

自己都合

59.28

41.34

35.2

17年度

職　員　数

普通昇給期間（12～24月）を
短縮して昇給した職員数

比　　　　率
Ｂ/Ａ

東　京　都

1,904

3.00

国

1.45

30.55

職　員　数

4,395

比　　　　率
Ｂ/Ａ

45.50

0.90

1,769

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

16年度
普通昇給期間（12～24月）を
短縮して昇給した職員数

35.00

49.75

全　職　種

江  東  区

区　　　　　　　　　　　　分

33.50

23.50

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額です。

24,288

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

(0.55)

江　東　区

3.50

(1.85) (0.50)

1,112

自己都合

24.25

50.00

国

59.20

32.50

59.2859.28

(1.60) (0.75)

0.95

3,155

3,064

1,062

3.55

59.20

勧奨・定年
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 (3) 地域手当

（平成18年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人

（注）「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」は、平成１７年度における調整手当の額です。

（平成22年度の制度完成時）

％ ％

 (4) 特殊勤務手当（平成18年４月１日現在）

千円

円

％

種類

※不規則勤務特別手当・特定清掃業務特別手当については、１８年度末で廃止します。

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

44.0

土曜日又は日曜日の勤
務
年末年始の勤務

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

日額 220円

219

日額 380円

日額 270円

公衆便所の清掃・修理

525,693

日額 350円

不規則勤務特別手当

廃棄物の処理に関連す
る業務
ごみの収集又は自動車
による運搬作業に従事

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

都市整備部建築課及び総務部
営繕課職員
土木部道路課及び水辺と緑の
課職員

土木部水辺と緑の事務所職員

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

支給実績（17年度決算）

211

支給実績（16年度決算）

13

昇降機等の検査業務

危険高所での検査業務

584,921

支給対象職員数支 給 率

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）

手当の種類（手当数）

栃木県日光市
（日光高原学園）

支給対象地域

面接、訪問、相談業務
及び各種検査業務

特定清掃業務特別手当

福祉事務所、塩浜福祉園及び
保健所職員

滞納整理事務特別手当

8

1,587,066

物件移転補償折衝及び
放置自転車撤去等指
導・折衝

支給実績（17年度決算）

江東区内

18江東区内

支給実績（17年度決算）

国の制度（支給率）

12

取締・折衝業務手当

2,976

1 ――　

主な支給対象職員

619,999

日額 700円

日額 300円（加算）

区民部納税課及び国保年金課
職員

土木部管理課及び交通対策課
職員

国の制度（支給率）

特別区税・国民健康保
険料の滞納処分事務

7

左記職員に対する支給単価

支 給 率

日額 240円

１勤務 2,000円

１勤務 1,800円

保健・福祉業務手当

特定危険現場作業手当

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

保育園、児童館、図書館等に
勤務する職員
小中学校等警備員

日額 170 ～ 580円

手当の名称 主な支給対象業務

58,696

78,183

18

清掃事務所職員清掃業務従事職員特殊
勤務手当

支給対象地域

6



(6) その他の手当（平成18年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

110,328

異なる

支給職員１人当た
　り平均支給年額

国の制
度との
異　同

異なる

異なる

同じ

（支給額）

支給割合

14,700 円

内容及び支給単価

異なる

手　当　名

扶養手当

管理又は監督する地位にある職員に支
給

（支給額）

13,768

自動車等使用
距離区分

149,874

191,865

支給期間、支
給額

千円1,602支給額異なる

――

初任給調整手当

同(単身赴任手当受給者)

管理職手当

扶養親族のある者 8,800 円

世帯主である職員に支給

通勤手当 425,128

4,558
勤務態様、支
給額

異なる宿日直手当

9,300 円

夜勤手当

１時間当たり給与額×25/100×勤務時間

　―〃―　　 13/100 7,000 円

宿直又は日直の１回あたり

宿直、日直を行った職員に支給

管理職手当が 25/100 12,000 円

　―〃―　　 20/100

休日給夜勤手当

１時間当たり給与額×135/100×勤務時間

医師、その他専門的知識を必要とする
職に従事する職員に一定期間支給

175,100 円

（支給額）

大学卒業後 １～20年

同、       21～40年　１年ごとに減額

休日又は深夜に勤務した職員に支給

休日給

（支給額）

同(単身赴任手当受給者)

8,300 円扶養親族のない者

4,100 円

4,400 円

住宅手当

扶養親族のある職員に支給

5,500 円

支給要件、支
給額

国の制度と
異なる内容

支給額

（支給額）

（支給額）

子（16歳年度初め～22歳年
度末）　　　　　　加算額 4,000 円

4,500 円

配偶者を除く２人まで

　通勤距離により2,600～13,000円

交通用具使用者

異なる

千円

千円

（17年度決算）

185,029

（17年度決算）

支 給 実 績

243,498 千円

千円 1,173,702

100,928千円

157,923千円

課長、幼稚園長及びこれに
相当する職                20/100

その他

配偶者または配偶者を欠く
第一子

部長及びこれに相当する職  25/100

（支給額）給料月額×支給割合

45,771

６時間を超える勤務の場合  150/100

管理職員特別
勤務手当

10,000 円

管理又は監督する地位にある職員が週
休日又は休日に勤務した場合に支給

（支給額）

67,029千円

　限度額；１か月あたり55,000円

交通機関等の利用者

通勤距離が片道２km以上である職員に
支給

　６か月定期券相当額

1,966,857

282,781

副園長                    13/100
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円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成18年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

月分

月分

（１期の手当額） （支給時期）

円 （任 期 毎）

円 （任 期 毎）

円 （任 期 毎）

 

23,260,000

（参考）類似団体における最高／最低額

給　料　月　額　等

収 入 役

 （注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、
１期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

12,648,000

8,010,000

助 役 　給料月額×340/100×勤続年数

　給料月額×250/100×勤続年数

異なる

679,500

円／

円／814,000

757,300953,000

887,800円／

国の制
度との
異　同

給
　
料

703,800801,000 823,000

953,000

円／

円／

588,200

　　（17年度支給割合）

613,000 629,000 円／

819,900

同じ 34

（17年度決算）

報
　
酬

区 長

寒冷地手当

単身赴任手当

区 長

期
末
手
当

議 員

助 役

　基礎額(100㎞未満) 月額　20,000円

区 分

退
職
手
当

助 役

3.55

930,000

副 議 長

801,000

議 長

　　（算定方式）

議 員

区 長 1,190,000

収 入 役

1,163,000

930,000

副 議 長

　　（17年度支給割合）

3.55

支給職員１人当た
　り平均支給年額

支 給 実 績国の制度と
異なる内容

（17年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価

33,600

258,000千円
在勤する公署の移転等に伴い、配偶者
と別居して単身で生活する職員に支給

寒冷地に在勤する職員に支給
（11月～翌年３月）

―― 千円

（支給額）

（支給額）

日光高原学園（月額） 10,200 円

議 長

収 入 役

距離制限、支
給額

　給料月額×500/100×勤続年数

配偶者宅との交通距離による

1,032

　加算額(100㎞以上) 3,000～8,000円
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６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

国勢調査終了、執行体制の見直し

保育所の民営化等

事務移管、欠員補充

欠員補充

＜参考＞

　人口1,000人当たり職員数 人
人）

＜参考＞

　人口1,000人当たり職員数 人
人）

医療制度改革準備

＜参考＞

　人口1,000人当たり職員数 人

(2) 年齢別職員構成の状況（平成18年４月１日現在）

　

6.70
5.55

1

人

主な増減理由

3,012

学校事務の非常勤化、給食調理業務の委託推進、
学校警備の機械化

2 人

381 436 449 451353
職員数

人 人

3 47 118 170 316 287

人 人人 人 人 人 人人 人 人

55未満 23 27 31 35 39 59 以上

計

43 47 51

～ ～ ～

6056

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

4428 32 36 40

区　分

20 20 24

合　　計
3,012 人

（注）１

　　　２

公営企
業等会
計部門

国 保事 業等 105 人

[ 3,621］ 

職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、公社等への派遣職員（特
別区人事・厚生事務組合、特別区競馬組合、東京二十三区清掃一部事務組合派遣職員を除く。）およ
び清掃事務移管に伴う東京都からの派遣職員を含み、臨時または非常勤職員を除いています。
[     ]内は、条例定数の合計です。

7.19

2 人

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

（類似団体の人口 1,000人当たり職員数

0 人

平成18年 平成17年

　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

93 人 93 人 0 人

383 人 389 人 △6 人

△53 人

[ 3,621］ [    0］ 

48 52

0 人1 人

401 人 7 人

△18 人

16 人

議 会

総 務

税 務

民 生 1,194 人

408 人

1,176 人

3,065 人

622 人

2,962 人

103 人

14 人14 人

8.02
小 計 2,907 人 △55 人 6.94

労 働

商 工

（類似団体の人口 1,000人当たり職員数

582 人

2,325 人 2,340 人

土 木

1 人

16 人 0 人

△15 人

教 育 部 門 △40 人

232 人234 人

計

衛 生

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%
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(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

 ①平成17年４月１日～平成22年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

ア　第一次定員適正化計画

イ　第二次定員適正化計画

②　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

計

(81.6％)

（参考）

数値目標

3,043 

17～22年

△ 174 

５年目

平成14年４月１日 平成19年３月31日

計　画　期　間

始　期
数値目標

数値目標

計画期間は、18年～22年の５年間です。
計欄の（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
増減は、計画１年目以降現年までの職員増減数の累計を示します。
職員数には、公社等への派遣職員を含み、部門別には区分していません。

計画始期 １年目 ２年目 ３年目 ４年目

（注）１
　　　２
　　　３
　　　４

3,075
計

職員数

増　減 △ 142

3,217

約１０％、３６０人の純減

３２０人の純減

21年20年19年

増　減

18年

職員数

増　減

17年　　　　　　区　　分

部　　門

特別行政
職員数

増　減

公営企業
等 会 計

職員数

一般行政

終　期

△ 174 △ 5.4

純　減　数

22年

計　画　期　間

始　期

平成９年４月１日 平成14年３月31日

終　期

△ 142 

――

純　減　率

3,217 3,043

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日

職　員　数 職　員　数

職員数には、公社等への派遣職員を含みます。（注）

10


